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1 ．は じ め に
　本稿の目的は，希望子ども数を制約条件付の最適子ども数の枠組みを用いて説明すること
にある。子ども数の決定要因を分析している経済学の分野における先行研究は，Butz and 
Ward（1979）をはじめとして数多く存在する。本稿は先行研究と異なり，現実の子どもの
数ではなく，子どもを何人欲しいかという出産に関する意欲を分析の中心に据える点が特徴
となっている。従来の研究は所得や子どもに対する費用が子ども数に与える影響について分
析することが中心1）であり，所得や子どもに対する費用が何人子どもを欲しいかという意欲
に影響するのか，また，その意欲が実際に子どもを持つという行動に影響するのかというこ
とを検証した研究は少ない。一方，人口学の分野に目を向けると，現実の子ども数に関する
研究が中心となっている経済学の分野と異なり，希望子ども数，予定子ども数，理想子ども
　本稿は「消費生活に関するパネル調査」を用いて，希望子ども数の決定要因分析を行う
ことを目的とする。「消費生活に関するパネル調査」には条件付で欲しい子ども数と無条
件で欲しい子ども数に関するデータが存在し，これを利用することにより，いかなる制約
によって希望子ども数と現実の子ども数の差が生じるのかについて，制約付の最適子ども
数の決定というミクロ経済理論の枠組みによって論じることが可能となる。分析の結果，
無条件であと何人子どもが欲しいかということに関しては，収入，労働時間，家事時間と
いった個人属性の影響を受ける。しかしながら，条件付であと何人子どもが欲しいかとい
うことについては，年齢，本人収入，本人と配偶者の家事時間以外の個人属性の影響を受
けないということが示された。この結果は，条件付で欲しい子ども数というのは，現在の
制約条件では現在の子ども数が最適であるが，仮想的に制約条件を緩和したら何人子ども
が欲しいかということを意味しているために，現在の個人属性からの影響をほとんど受け
ないと解釈することができる。
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1）　代表例として Becker and Lewis（1973），Willis（1973）などが存在する。
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数といった個人の欲しい子ども数に関する研究が進んでいる。それらの研究では希望子ども
数，予定子ども数や理想子ども数の決定要因の分析や希望子ども数，予定子ども数，理想子
ども数とその後の子ども数の関係を分析している。ただし，それらの概念についての理論的
な考察はほとんど行われていない。
　また，本稿の分析は以下のような政策的な含意も存在する。図 1-1 は結婚持続期間が 0 ～
4 年の現在の子ども数と追加予定子ども数2）の関係を表したものである。この調査は，国立
社会保障・人口問題研究所が2010年の「出生動向基本調査」で行ったものであり，全国の50
歳未満の有配偶女性を対象としている。この図から2010年は現存子ども数が0.72となり，過
去30年間のなかで最も低い値であることが分かる。一方，追加予定子ども数は1.36であり，
1997年に次いで高い値となっている。つまり，現存子ども数と追加希望子ども数の合計は 2
を超えた水準であるが現存子ども数は減少傾向にあることから，若い夫婦では持つつもりの
子ども数はあまり変わっていないが，出生実現のペースに遅れが見られる。そこで，集計デ
ータで観察された出生実現のペースの低下を，理論的基礎付のあるモデルに基づいた個票デ
ータによる分析を通じて，どのような要因が出生実現の制約になっているかを分析すること
2）　追加予定子ども数とは「あなた方ご夫婦は，これから何人子どもを産むつもりですか」という設
問の回答を用いた。
現存子ども数 追加予定子ども数
1977 1982 1987 1992 1997 2002 2005 2010（年）
0.93
0.79
0.94
0.79 0.74 0.76 0.81 0.72
1.18 1.43 1.35
1.34 1.38 1.23 1.24 1.36
図 1-1　結婚持続期間 0 ～ 4 年の現存子ども数と追加予定子ども数の推移
（出所）　国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査（2010年）」。
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が可能となる。つまり本稿は，制約条件下での最適子ども数の決定という経済学的な解釈に
基づいて考察する。具体的には，希望子ども数はどのような社会的，経済的要因に影響され
るかということを分析する。
　本稿の貢献は，希望子ども数を制約条件下での最適子ども数の決定という枠組みで解釈す
ることで，いかなる制約のため欲しいと考えている子ども数まで実際に到達していないの
か，どのような制約条件を緩めると希望子ども数と現実の子ども数の差が縮小するのかを分
析することが可能となる。本稿で使用するデータでは，条件付で子どもが欲しい，無条件で
子どもが欲しいという質問が存在する。このため，無条件で子どもが欲しい人と条件付で子
どもが欲しい人にはどのような属性の違いが存在するかを分析することが可能となる。
　以下の本稿の構成は次の通りである。 2 章では関連する先行研究のサーベイを行い， 3 章
では本稿が最も注目する変数である希望子ども数の概念を整理する。 4 章で出産に関する意
欲とその後の出産行動について考察する。 5 章では分析に用いるデータとモデルの説明を行
う。 6 章では希望子ども数がどのような要因で形成されるかということを分析して， 7 章で
結論を述べる。
2 ．先 行 研 究
　本章では先行研究を本稿の分析と関連付けてサーベイしたい。まず，出産に関する意欲に
着目した海外の研究としては，以下のものが存在する。Westoff and Ryder（1977）は，予
定子ども数が将来の出生率の代理変数として有用であるかということを検証した。その結
果，1970年の予定子ども数を将来の出生率の予想として使用した場合，1971年から1975年ま
での出生率の予想としては実際よりも高く予想したことになると主張する。Freedman et 
al.（1980）は，当初の予定子ども数とその後の子ども数が一致した人は 4 割程度であること
を示した。一方，O’Connel and Rogers（1983）は予定子ども数とその後の出産行動の関連
性は低いとしたうえで，既婚女性の予定子ども数は期間出生率の予測には適さないが，コー
ホート出生率とは密接な関係があるとする。Schoen et al.（1999）では，予定子ども数は，
将来の出生率を予測することに対して有用であることが示された。また，将来の出生率の予
想に対して，予定子ども数と同じぐらいの説明力を有する変数としては婚姻状態が存在する
のみである。Quesnel-Vallee and Morgan（2003）は，希望子ども数と現実の子ども数が一
致した人が多いために，集計データとして希望子ども数と現実子ども数の一致が見られたわ
けではないことを示した。アメリカで TFR と予定子ども数の一致する大きな理由は，望ん
でいない子どもによるものである。この結果は個票データによる分析の重要性を示してい
る。
　予定子ども数に与える影響を分析した先行研究として Miranda（2008）が存在する。こ
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の論文では，教育水準が高いと予定子ども数が少なくなることを示した。さらに，
Thomson（1997）は，夫の欲しい子ども数と妻の欲しい子ども数が将来の出生数に与える
影響は大体同じぐらいであることが示された3）。
　本稿と共通する観点から，日本における理想子ども数や予定子ども数など，子どもの出産
意欲を分析した研究としては，以下のものが挙げられる。守泉（2004）は，「人口動向基本
調査」を使用し，早婚・平均婚グループでは35～39歳以降，晩婚グループでは40～44歳以降
で予定子ども達成率がほぼ 9 割に達成しているとする。山口（2005）は，本稿で使用するデ
ータと同じ「消費生活に関するパネル調査」を用いて，出産意欲と出産行動の関係について
も分析している。横山（2007）も同じく「消費生活に関するパネル調査」を用いて，希望子
ども数が変化する要因を分析している4）。その結果，第 1 子の出産時期を早めることが，今
後の出産数を増加させる要因であるとする。松浦（2008）は理想子ども数と現実子ども数の
差がどのような社会経済的変数によって生まれているのかを分析している。松浦（2009）も
同様に，「消費生活に関するパネル調査」にて，子どもを持ちたいという意欲を出生意図と
定義し，出生意図と出生行動の関係を分析している。松浦（2013）は「第 2 回家族について
の全国調査」を用いて，希望子ども数の決定要因分析を行っている。
3 ．希望子ども数の概念整理
　具体的な分析に入る前に，希望子ども数の概念を整理したい。希望子ども数を経済学的な
分析枠組みで捉えるとすれば，家計が直面すると予想する現在から将来にわたる制約下で，
家計の生涯効用を最大にするような子ども数として解釈できるだろう。
　希望子ども数について説明したい。本稿で使用する調査では，質問項目として「将来，子
どもを（もっと）欲しいですか」というものが存在しており，選択肢は「1. 是非，欲しい，
2. 条件によっては欲しい，3. 欲しくない」となっている。そこで，「1. 是非，欲しい」を 1
として，それ以外を 0 として「子どもを欲しい（無条件）」ダミーとし，「2. 条件によっては
欲しい」を 1 として，それ以外を 0 として「子どもを欲しい（条件付）」ダミーとする。ま
た，「1. ぜひ欲しい」や「2. 条件によっては欲しい」を選択した回答者には，「（あと）何人
ぐらい子どもは欲しいですか」ということを質問している5）。そこで，「子どもを欲しい（無
条件）」ダミーと「追加希望子ども数」の交差項（「追加希望子ども数（無条件）」とよぶ），
3）　その他にも Testa and Toulemon（2006）や Morgan and Rackin（2010）など，多くの先行研究
が存在する。Morgan（2001）は，先行研究のサーベイを行っている。
4）　本稿の希望子ども数と横山（2007）の希望子ども数の定義は同じであり，横山（2007）の予定子
ども数と本稿で用いる希望子ども数（無条件）は同じ概念である。
5）　子どもを欲しくないと回答した場合の追加希望子ども数は 0 である。
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および，「子どもを欲しい（条件付）」ダミーと「追加希望子ども数」の交差項（「追加希望
子ども数（条件付）」とよぶ）を説明変数として加える。さらに，追加希望子ども数と現在
の子ども数の合計を希望子ども数とする。つまり，以下のように希望子ども数を定義する。
　追加希望子ども数6）
　　＝条件付，無条件を含め子どもを欲しいと回答した人のさらに欲しい子ども数
　追加希望子ども数（無条件）
　　＝無条件で子どもを欲しいと回答した人のさらに欲しい子ども数
　追加希望子ども数（条件付）
　　＝条件付で子どもを欲しいと回答した人のさらに欲しい子ども数
　これらを制約付の最適化という概念で考えると，追加希望子ども数（無条件）とは，将来
予想される制約下で最適子ども数に達していない家計が回答する追加的に欲しい子ども数と
解釈できる。一方，追加希望子ども数（条件付）は，予想される制約下で最適子ども数に達
している家計が，もし制約条件が緩和されたと想定した場合の追加的に欲しい子ども数と解
釈できる。
4 ．希望子ども数と出産行動の図表を用いた説明
　本章では，希望子ども数がどのような要因によって形成されるかについて分析を行う。表 
4-1 は，図 1-1 と同じく，「人口動向基本調査」（2010年）の結果であり，理想子ども数と予
定子ども数が乖離している人に対して理由を質問したものである。この調査から，生活費や
教育費・養育費といった経済的理由を挙げる人も多いことが分かる。このことからも，実際
にどのような出産に関する意欲が社会経済的要因に条件付けられているのかについての分析
が重要であることが示唆される。
　次に（公財）家計経済研究所の「消費生活に関するパネル調査」を使用して，希望子ども
数と出産行動の関係をみたうえで，希望子ども数がどのような社会経済的条件に規定されて
いるかについて分析したい。この調査は1993年に24歳から34歳の女性1500人を対象に始まっ
たパネル調査である。本調査はパネル調査であり，同一の個人に対して繰り返し追跡調査が
なされているため，個人の観測不能な異質な属性をコントロールしたうえで，関心の高い説
明変数と被説明変数の関係を抽出することが可能になる。本稿では，この調査のうち，1994
年（第 2 年度），1997年（第 5 年度），2000年（第 8 年度），2004年（第12年度）までの 4 年
6）　希望子ども数＝追加希望子ども数 + 現実子ども数である。
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分の有配偶者サンプルを使用している。その理由は，本稿が最も注目する変数である「将
来，子どもを（もっと欲しいですか）」という項目がほぼ 3 年おきに存在するためである7）。
　はじめに年齢別の希望子ども数と現実の子ども数の関係をみてみたい。図 4-1-1 は1994年
の年齢別の「追加希望子ども数」の平均値であり，図 4-1-2 は2004年の平均値である。図 
4-1-1 や図 4-1-2 をみると，希望子ども数は各年齢によって大きな違いはなく，1994年と
2004年の間でも大きな差異は確認されない。1994年の35歳の平均値は他と比べてやや高いも
のの，いずれの値も 2 人から2.5人の間となっている。一方，希望子ども数は年齢が上昇す
ると現実の子ども数に収束しているようにみえる。たとえば，1994年と2004年のいずれも35
歳時点では追加希望子ども数は0.5程度である。しかしながら，図 4-1-2 が示すように，35
歳から41歳にかけて追加希望子ども数が低下して，希望と現実が一致する傾向が観察され
る。41歳以降はほぼ変化がなく，45歳時点では追加希望子ども数は0.08であり，ほぼ希望と
現実が一致する。この結果から，個人は欲しい子ども数を現実の子ども数に近づけるように
行動しているようにみえる。ただし，この分析は希望子ども数と調査時点での現実の子ども
数の関係のみに着目しており，観察されない個人固有の効果や他の属性をコントロールして
いない。そこで，本稿では他の属性をコントロールしたうえで，個人の表明された欲しい子
ども数が，その個人の現実の子ども数に影響を与えているのかについて分析したい。
　また，条件付で欲しいと回答した人の条件について示したのが，図 4-2 である。ここか
7）　ただし，2000年から2004年は 4 年間である。
表 4-1　妻の年齢別にみた，予定子ども数が理想子ども数を下回る理由
経済的理由 年齢・身体的理由 育児負担 夫に関する理由 その他
妻の年齢 標本数
子育てや教育にお金がかかりすぎるから 自分の仕事（勤めや家業）に差し支えるから家 狭いから高年齢で生むのは嫌だから欲しいけれどもできないから健康上の理由からこれ以上、育児の心理的，肉体的負担に耐えられないから夫の家事・育児への協力が得られないから 一番末の子が夫の定年退職までに成人してほしいから夫 望まないから子どもがのびのび育つ社会環境でないから 自分や夫婦の生活を大切にしたいから
30歳未満 90 53.3 21.1 16.9 3.3 3.3 5.6 10.0 12.2 5.6 4.4 7.8 11.1
30～34歳 233 75.0 17.2 16.9 13.3 12.9 15.5 21.0 13.3 4.3 9.9 9.9 7.3
35～39歳 519 59.0 19.5 16.0 27.2 16.4 15.0 21.0 11.6 6.9 8.9 8.1 7.5
40～49歳 993 50.3 14.9 9.9 47.3 23.5 22.5 15.4 9.9 10.2 6.2 6.1 3.7
総数 1835 60.4 16.5 13.2 35.1 19.3 18.6 17.4 10.9 8.3 7.4 7.2 5.6
第13回調査 1825 65.9 17.5 15.0 38.0 16.3 16.9 21.6 13.8 8.5 8.3 13.6 8.1
　（注）　複数回答のため合計は100％を超える。
（出所）　国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査（2010年）」。
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図 4-1-1　希望子ども数と現実子ども数（年齢別）
（出所）　「消費生活に関するパネル調査：第 2 年度」。
0 
0.5
1 
1.5
2 
2.5
3 
（人） 
（歳） 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35
追加希望子ども数 現実子ども数 希望子ども数
0 
0.5
1 
1.5
2 
2.5
3 
（人） 
（歳） 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45
追加希望子ども数 現実子ども数 希望子ども数
図 4-1-2　希望子ども数と現実子ども数（年齢別）
（出所）　「消費生活に関するパネル調査：第12年度」。
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ら，経済的要因は子ども数の決定として大きな要因となっている。たとえば， 7 割程度の人
が条件として「生活費に余裕ができたら」という点を挙げている。しかしながら，それ以外
の要因も同様に子ども数の決定に影響していることが分かる。「夫や家族が協力してくれる
なら」という条件を挙げた人は40％程度存在する。表 4-1 で示された理想子ども数と予定子
ども数の乖離の理由と，図 4-2 で示された条件付で欲しいと回答した人の条件に関して，質
問の仕方は異なるが両者の回答で極端に違いがあるわけではない。経済的要因を挙げる比率
が大きいものの，表 4-1 が示すように，出産年齢の問題や育児負担といった要因などを挙げ
る人も少なからず存在する。そこで，計量分析を行うに際しては本人や夫の収入だけでな
く，本人や夫の労働時間や家事時間を説明変数に入れる。
　さらに，1994年と2004年を比較すると，「生活費に余裕ができたら」，「住居が広くなった
ら」，「夫や家族が協力してくれるなら」，「保育所や保育ママなどの社会制度が利用できるな
ら」などは制約条件として回答する人の割合が低下している。逆に「仕事が続けられるな
ら」とか「その他」の回答が上昇している。年齢が上昇すると，制約が所得や居住スペース
から仕事へと変化する傾向をみて取ることができる。
5 ．データとモデルの説明
　 5 章では希望子ども数を制約条件付の最適子ども数の決定の枠組みを用いて説明したい。
第 1 章でも述べたように，追加希望子ども数に関する本稿の解釈は，以下のようである。
図 4-2　条件付で子どもが欲しいと回答した人の制約について
　（注）　a　生活費に余裕ができたら，b　住居が広くなったら，c　仕事を続けられるなら，d　夫や家族
が協力してくれるなら，e　保育所や保育ママなどの社会制度を利用できるなら，f　その他，である。
（出所）　「消費生活に関するパネル調査」。
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「追加希望子ども数（無条件）」とは，現在から将来にかけて予想される通時的な制約（たと
えば，夫婦の所得や労働時間，家族構成，居住地域，年齢など）を考慮したうえで，今後個
人がどのくらい子どもが欲しいかということを意味している。現在から将来にかけて予想さ
れる制約を考慮した最適子ども数の決定とは以下のような最適化問題を解くと考える。つま
り，「追加希望子ども数（無条件）」とは現在の制約下で各個人が考える最適子ども数に到達
していない状況で回答する予定された子どもの追加数と解釈できる。また，「追加希望子ど
も数（条件付）」とは，現在から将来にかけて予想される制約下ではさらに子どもを欲しい
とは考えないが，その制約が仮想的に緩和されたときに欲しい子ども数と解釈することがで
きる8）。
　この問題を以下のように定式化できる。
ct は t 期の消費水準であり，nt は t 期の子ども数である
9）。gt(・)=0は t 期の制約式の集合で
あり，Yt は各期の希望子ども数を考えるうえで変更可能な制約として考える変数ベクトル
で，Xt は希望子ども数を考えるうえでも変更不可能な所与として考える変数ベクトルであ
る。つまり，個人は収入や労働時間，家事時間をはじめとする様々な制約 gt(Y0, ..., Yt, X0, ..., 
Xt)=0, t=0, ..., T の下で，実際に持つ最適子ども数を選択する。これが「希望子ども数（無
条件）」である。一方，「希望子ども数（条件付）」は，変数 Y0, ..., Yt を考慮しない場合の
制約 gt(X0, ..., Xt)=0, t=0, ..., T，または，実際とは異なった値 Y0*, ..., Yt* を想定した場合の制
約 gt(Y0*, ..., Yt* t , X0, ..., Xt)=0, t=0, ..., T，の下で選択される最適子ども数である。そこで，ど
のような制約が欲しい子ども数に影響するのかについて分析を試みる。
　推定手法について述べたい。本稿では追加希望子ども数を被説明変数として用いて，追加
希望子ども数がどのような要因によって影響を受けるのかを検証したい。つまり，被説明変
数は追加希望子ども数（全サンプル），追加希望子ども数（無条件），追加希望子ども数（条
件付）としてパネルデータ推定を行いたい。説明変数は，年齢，本人・配偶者の収入の対数
値，都市居住ダミー，本人・配偶者の労働時間，本人・配偶者の家事時間，同居ダミーであ
る。同居ダミーは本人の親と配偶者の親を区別せず親と同居している場合を 1 として，それ
 
T
t=0
∑Ut（ｃt，ｎt）ｍａｘ
s.t. gt（Y0,,Yt,X0,,Xt）=0,t=0,,T
8）　希望子ども数（無条件）は，将来にかけて予想される制約条件を考慮した欲しい子ども数であ
り，予定子ども数と類似した概念であると考えられる。一方，希望子ども数（条件付）は，仮想的
に制約条件を緩めた場合に欲しい子ども数と解釈でき，理想子ども数と類似した概念と考えられる。
9）　ただし，子ども数は増やすことはできても，減らすという選択は基本的にはできないことに注意
が必要である。
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以外を 0 としたダミー変数を用いた。都市居住ダミーは，13大都市を 1 として，それ以外を
0 としたダミー変数を用いた。
6 ．推定結果（追加希望子ども数の決定要因）
　はじめに全サンプルを用いて，追加希望子ども数に与える要因を分析した。その結果が表 
6-1 の［1］，［2］に示される。Hausman 検定の結果，固定効果モデルを使用する。年齢は負
に有意である。つまり，年齢が上昇するにつれて希望と現実が一致する傾向が見て取れる。
これらに関しては推定モデルにかかわらず有意であることから，頑健な結果であることが分
かる。同居ダミーは有意水準10％で負に有意で，本人や配偶者家事時間が負に有意である。
このため，配偶者の家事時間が長くなると欲しい子ども数と現実の子ども数が一致する傾向
にある。
　次に追加希望子ども数（無条件）に与える要因について分析を行った。そのために，条件
付で欲しいと回答したサンプルを除外して同様の推計を行った。その結果が，表 6-1 の［3］，
［4］に示される。Hausman 検定の結果，固定効果モデルを使用する。先ほどと同様に，年齢
が負に有意で，年齢が上昇すると無条件で追加的に欲しい子ども数が減少する。また，本人
収入は正に有意で，配偶者収入は負であり，本人の収入の低さや配偶者の収入の高さは追加
的に無条件で欲しい子ども数を減らす要因となる。つまり，配偶者の収入が高いと現在の子
ども数と欲しい子ども数が近づき，本人の収入が高いと希望と現実が乖離することを意味す
る。また，同居ダミーや都市居住ダミーは負に有意であり，同居している場合や都市に居住
する場合は無条件で追加的に欲しい子ども数は減少する。つまり，同居している場合や都市
に居住している人は，現在の子ども数が最適であると考えている傾向にある。本人，配偶者
表 5-1　記述統計量
サンプルサイズ 平均 標準偏差
追加希望子ども数 2873 0.472 0.697
年齢 2889 34.943 4.618
対数本人収入 2890 2.593 2.473
対数配偶者収入 2890 6.179 0.746
同居ダミー 2890 0.325 0.468
都市居住ダミー 2890 0.226 0.418
本人労働時間 2877 3.096 2.966
配偶者労働時間 2860 6.323 0.692
本人家事時間 2890 1.512 0.508
配偶者家事時間 2890 0.209 0.308
（注）　労働時間，家事時間は分単位である。
　　　本データは女性を対象にした調査であり，本人は妻，配偶者は夫である。
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の家事時間は負に有意となる。本人や配偶者の家事時間が長いと追加的に欲しい子ども数は
少なくなり，欲しい子ども数と現在の子どもが一致する傾向にある。以上の結果は，全サン
プルによる推計結果とほぼ同様である。
　さらに，追加希望子ども数（条件付）に与える要因について分析するために，無条件で欲
しいと回答したサンプルを除外した推計を行った。その結果が表 6-1 の［5］，［6］である。
Hausman 検定の結果，固定効果モデルを採用する。年齢，対数本人収入，本人，配偶者の
家事時間以外は有意な変数はない。この結果は以下のように解釈することができる。追加希
望子ども数（条件付）とは，現在から将来にかけて実際に直面すると回答者が予想する拘束
的制約のうち，回答者が与件とみなさない制約が拘束的でなくなると仮定した場合の（理想
的な）子ども数であると考えるのが本稿の立場であった。この考え方によると，年齢と本人
収入，本人と配偶者の家事時間の変数のみが統計的に有意であることは，回答者が自身の年
齢，収入，家事時間については与件とみなし，それ以外の現実の制約は与件ではなく，変更
表 6-1　推定結果（被説明変数：追加希望子ども数）
　 [1] [2] [3] [4] [5] [6]
追加希望子ども数 追加希望子ども数（無条件） 追加希望子ども数（条件付）
FE RE FE RE FE RE
年齢 -0.076 -0.071 -0.059 -0.059 -0.049 -0.045
　[0.003]** 　[0.003]** 　[0.003]** 　[0.003]** 　[0.003]** 　[0.002]**
対数本人収入 0.02 0.029 0.02 0.026 0.019 0.022
　[0.009]* 　[0.008]** 　[0.010]* 　[0.008]** [0.009]* 　[0.007]**
対数配偶者収入 -0.09 -0.085 -0.123 -0.097 -0.013 -0.049
　[0.026]** 　[0.021]** 　[0.030]** 　[0.023]** [0.027] 　[0.021]*
同居ダミー -0.098 -0.076 -0.17 -0.085 -0.031 -0.049
　 [0.055]+ 　[0.032]* 　[0.061]** 　[0.034]* [0.053] 　 [0.027]+
都市居住ダミー -0.07 0.03 -0.168 -0.053 0.015 0.097
[0.076] [0.037] 　[0.085]* [0.040] [0.079] 　[0.031]**
本人労働時間 -0.004 -0.013 -0.001 -0.014 -0.012 -0.01
[0.008] 　[0.007]* [0.008] 　[0.007]* [0.007] 　 [0.006]+
配偶者労働時間 -0.007 -0.019 -0.007 -0.015 -0.001 -0.016
[0.018] [0.016] [0.021] [0.018] [0.018] [0.014]
本人家事時間 -0.202 -0.156 -0.235 -0.188 -0.085 -0.04
　[0.038]** 　[0.031]** 　[0.040]** 　[0.033]** [0.036]* [0.027]
配偶者家事時間 -0.151 -0.086 -0.146 -0.117 -0.075 -0.002
　 　[0.048]** 　[0.039]* 　[0.052]** 　[0.042]** 　[0.045]+ [0.035]
Hausman 検定 39.46** 36.32** 31.60**
F 検定 3.01** 3.27** 2.31**
Observations 2856 2856 2269 2269 2390 2390
（注）　 1 ．有意水準： 1 ％ **， 5 ％ *，10％ +
　　　 2 ．収入は対数値を使用している。
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の可能性があると考え，それらの制約が有効でなくなった場合に欲しい子ども数を回答する
傾向がある，ということになる。
　さらに，頑健性を検証するため，cluster 標準誤差を使用した。その結果が，表 6-2 に示
される。全サンプルでは標準誤差はほとんど変化がなく，結果も先ほどと同様である。条件
付の場合は対数本人収入が10％有意になった以外は先ほどと同様であり，無条件では先ほど
と全て同じである。これらのことから結果が頑健であることが示された。
　以上の結果をまとめると以下のようになる。追加希望子ども数（無条件）に関しては，配
偶者の収入の高いことや夫や妻の家事時間の長さが，追加的な出産の計画に対して抑制的と
なり，妻の収入の高さが計画と実際の乖離につながっている。条件付に関しては，年齢，本
人収入，本人家事時間，配偶者家事時間以外は追加希望子ども数に影響する変数がない。つ
まり，条件付での追加希望子ども数とは制約条件を仮想的に緩めた場合の希望子ども数であ
り，現在の条件にはほとんど依存しないことが分かる。
表 6-2　推定結果　（被説明変数：追加希望子ども数）
　 [7] [8] [9]
　 全サンプル 条件付 無条件
年齢 -0.076 -0.059 -0.049
　[0.004]** 　[0.004]** 　[0.003]**
対数本人収入 0.02 0.02 0.019
　[0.010]* 　[0.011]+ 　 [0.010]+
対数配偶者収入 -0.09 -0.123 -0.013
　[0.033]** 　[0.042]** [0.031]
同居ダミー -0.098 -0.17 -0.031
　 [0.058]+ 　[0.071]* [0.055]
都市居住ダミー -0.07 -0.168 0.015
[0.080] 　 [0.092]+ [0.097]
本人労働時間 -0.004 -0.001 -0.012
[0.008] [0.008] [0.008]
配偶者労働時間 -0.007 -0.007 -0.001
[0.019] [0.020] [0.020]
本人家事時間 -0.202 -0.235 -0.085
　[0.038]** 　[0.043]** 　[0.036]*
配偶者家事時間 -0.151 -0.146 -0.075
　 　[0.046]** 　[0.053]** 　 [0.043]+
Observations 2856 2390 2269
（注）　 1 ．有意水準： 1 ％ **， 5 ％ *，10％ +
　　　 2 ．収入は対数値を使用している。
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7 ．結論と今後の課題
　本稿では，欲しい子ども数はどのような社会経済的要因に影響されるのか，希望子ども数
は制約条件付の最適子ども数の決定という枠組みでどのように考察することができるのかに
ついて論じた。具体的には，欲しい子ども数（追加希望子ども数）がどのように形成されて
いるかということに注目した。その結果，無条件であと何人子どもが欲しいかということに
関しては，収入，労働時間，家事時間といった個人属性の影響を受ける。しかしながら，条
件付であと何人子どもが欲しいかということについては，年齢，本人収入，本人と配偶者の
家事時間以外の個人属性の影響を受けないということが示された。この結果は，条件付で欲
しい子ども数というのは，現在の制約条件では現在の子ども数が最適であるが，仮想的に制
約条件を緩和したら何人子どもが欲しいかということを意味しているために，現在の個人属
性からの影響をほとんど受けないと解釈することができる。
　今後の課題は以下のとおりである。本稿で使用したデータでは，長期的な欲しい子ども数
と現実の子ども数の差を分析するのには不十分である。今後，パネルデータの年次を拡充
し，長期的な分析が必要である。また，分析期間を長く取ることで，年代効果，個人効果，
コーホート効果についてさらに詳細な分析が可能になる。この問題に関しては，筆者の残さ
れた課題としたい。
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